
公益社団法人全日本不動産協会神奈川本部運営協力金規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、公益社団法人全日本不動産協会（以下「本会」という。）定款施行規則第３

条第４項の規定に基づき、公益社団法人全日本不動産協会神奈川県本部（以下「当本部」とい

う。）の運営協力金について必要な事項を定めるものとする。 

（種類、金額等） 

第２条 当本部の運営協力金の種類、性格、対象会員、徴収事由及び金額は、別表のとおりとす

る。ただし、事業年度の途中で入会する者に係る運営協力金のうち年会費の性格を有するもの

については、定款施行規則第３条第１項ただし書による減額をするものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当本部の特定の活動のため特に必要があると認めるときは、当本

部総会の決議及び本会の理事会の決議を経て、次の各号の事項を定め、当本部の所属会員から

特別運営協力金を徴収することができる。 

 ⑴ 特定の活動の内容 

 ⑵ 徴収期間 

 ⑶ 納付期限 

 ⑷ 特別運営協力金の性格、対象会員、徴収事由及び金額 

（変更手続） 

第３条 当本部の運営協力金の金額その他別表に掲げる事項を変更しようとするときは、当本部

理事会の決議を経て、本部長が理事長に申請し、本会の理事会の決議を受けなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、本部長は、当本部理事会の決議を経て、１年以内の期間を定めて

運営協力金の額を減額することができる。この場合において、本部長は、当該減額後１週間以

内に、その旨を理事長に報告しなければならない。 

（納付方法） 

第４条 別表の徴収事由がある対象会員は、定款施行規則第１条に定める手続に従い、当本部が

別に定める期限までに、入会協力金を支払わなければならない。 

２ 別表の徴収事由がある対象会員は、定款施行規則第３条に定める手続に従い、同条に定める

期限までに、運営協力金会費を支払わなければならない。 

（既納金の不返還） 

第５条 既納の運営協力金は、いかなる事由があっても返還しない。 

（改廃） 

第６条 この規程の改廃は、本会理事会の決議による。 

 

  

 

 

 



附  則 

この規程は、平成２６年 ４月 １日から施行する。 

平成３０年１１月２６日 一部改正 

平成３０年１２月 ７日 承認 

令和 元年 ９月１２日 一部改正 

令和 元年１１月２８日 一部改正 

 

別表（第２条関係） 

種類 性格 対象会員 徴収事由 金額 

入会協力金 

（県本部） 

一時金 当本部に所属する

正会員 

本会への入会 350,000 円及び従たる事務所１か

所につき 150,000 円 

従たる事務所の設置 従 た る 事 務 所 １ か 所 に つ き

150,000 円 

当本部所管区域に

従たる事務所を有

する正会員 

当本部所管区域内での従

たる事務所の設置 

従 た る 事 務 所 １ か 所 に つ き

150,000 円 

入会協力金 

（支 部） 

一時金 当本部に所属する

正会員 

本会への入会 300,000 円及び従たる事務所１か

所につき 200,000 円 

従たる事務所の設置 従 た る 事 務 所 １ か 所 に つ き

200,000 円 

当本部所管区域に

従たる事務所を有

する正会員 

当本部所管区域内での従

たる事務所の設置 

従 た る 事 務 所 １ か 所 に つ き

200,000 円 

運営協力金会費 年会費 当本部に所属する

正会員 

事業年度開始の日に当本

部に所属していること 

年額 15,000 円及び従たる事務所

１か所につき年額 6,000 円 

当本部所管区域に

従たる事務所を有

する正会員 

事業年度開始の日に当本

部所管区域に従たる事務

所を有していること 

従たる事務所１か所につき年額

6,000 円 

 


